
令和８年７月１０日

顧問先様各位

ヤマダ総合公認会計士事務所 

２７年間ご愛読いただき、誠にありがとうございました

ＹＡＭＡＤＡ ＆ ＭＥＭＢＥＲ‘Ｓ ＰＲＥＳＳ 終刊のお知らせ

拝啓 初夏の候、 顧問先のみなさまにおかれましては、益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

平素は「ＹＡＭＡＤＡ＆ ＭＥＭＢＥＲ‘Ｓ ＰＲＥＳＳ」をご愛読いただきまして、誠にありがとうございます。

さて、本誌は１９９９年に創刊して今号で１３６号となりましたが、誠に勝手ながら今号（２０２６年７月、夏号）

をもって終刊とさせていただきます。 

本誌は、２０００年を前にして、みなさまの日頃からのご懇情に心より感謝の気持ちをこめて、身近な感じ

のもので堅苦しくなく気軽に読んでいただける「事務所だより」を目指し、刊行を開始させていただきました。 

税務、経営、マネー、保険等から日常生活での話題まで、広く情報提供を目的として刊行してまいりま

したが、なにか少しでもみなさまの経営の一助となっていましたら幸いでございます。

  この度、お客様へのサービスの向上及び業務運営体制の強化を図るため、きたる８月１日をもって、辻・

本郷税理士法人と統合し、辻・本郷税理士法人 立石事務所として新たな道を進ませていただくこととなり

ました。  

つきましては「ＹＡＭＡＤＡ＆ ＭＥＭＢＥＲ‘Ｓ ＰＲＥＳＳ」は終刊とさせていただきますが、これを機によ

り一層、みなさまのご期待にそうべく、努力していく所存でございます。 

 また新たな機会に別の形にて、顧問先のみなさまに情報提供をさせていただければと存じます。今後と

もどうぞよろしくお願い申し上げます。 

最後になりますが、長年にわたり「ＹＡＭＡＤＡ＆ ＭＥＭＢＥＲ‘Ｓ ＰＲＥＳＳ」をご支援いただきましたみ

なさまに心から御礼を申し上げます。 

敬具
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日本の税の歴史をみてみましょう 

日本がまだアメリカの影響下にあった第二次世界大戦後、直接税を中心とする恒

久的・安定的な税体系を目指すシャウプ勧告（※注）に基づいた税制が昭和 ２５ 年に

施行され、現在の日本の税制の基礎となりました。 

（※注） 連合国軍最高司令官の要請で、昭和２４年５月 １０日に来日したカール・シャウプ博士を中心とする 

使節団により作成され、同年９月 １５日に日本の税制の包括的な改革案として発表された。 

 このいわゆるシャウプ税制は理論的に公平な税体系を目指したものの、当時の日本の戦後復興期の

社会経済の実情にそぐわないこともあり、昭和２８年以降に、修正が行われました。 

例えば、執行に困難を要した富裕税や累積的取得税制度などが廃止されたり、租税特別措置は公

平の原則に反するとして多くの租税特別措置が廃止されましたが、高度経済成長期昭和 ３０ 年代か

らは、資本の蓄積と経済発展を図る等を目的とし、様々な租税特別措置が導入されました。 

さらに、道路等社会インフラの充実を図る観点から、財源確保のために揮発油税等の税率引上げ等

も行われました。 

 所得税については、累進構造で所得水準上昇に応じ適用される税率が高くなる特徴から、昭和 ４０

年代には高度経済成長による国民の所得増加や物価上昇に応じて所得税の減税が毎年行われ、昭和

４０年代後半には、ドル・ショックや石油危機を背景とした不況対策で所得税の減税が行われました。 

 昭和５０年代には不況による財政危機を打開するため、自動車関係諸税等の間接税の増税、法人税

率の引上げや租税特別措置の整理・合理化等が行われました。この時期には、国民に広く薄く負担を

求める一般消費税の導入が議論されましたが実現には至らず、課題として残されることとなりました。 

昭和 ６２・６３ 年にかけての抜本的税制改革では、高齢化、国際化等の経済社会の構造変化にあわ

せ、所得・消費・資産等の間でバランスのとれた税体系の構築が目指されて、法人税率が段階的に引

き下げられ、所得税は税率構造を簡素化するとともに、基礎控除等の人的控除が引き上げられました。

また、個別間接税は廃止され、税率３％の消費税が平成元年４月から導入されました。 

 その後、少子高齢化の加速を背景に、勤労世代の人口が相対的に減少する一方、社会保障の財政需

要の増大が避けられないこと等を踏まえ、個人所得課税の軽減と消費税の充実（３％→５％、平成 ９

年）を柱とする税制改革が行われました。 

 さらに、社会保障と税の一体改革の下、消費税は、国民が広く享受する社会保障の費用をあらゆる

世代が広く公平に分かち合うとの観点から社会保障の財源と位置付けられ、平成 ２６ 年に税率が

５％から８％に、また令和元年 １０月には８％から １０％に引き上げられました。 

この間、所得税については、格差の固定化を防止して、所得再分配機能を回復する観点で最高税率

等の見直しが行われ、法人税については、国内企業の活力と国際競争力を維持する観点から、「課税

ベースを拡大しつつ税率を引き下げる」ことによる成長志向型に改革され、平成 ２８ 年度には地方税

も含む実質的な租税負担を示す実効税率の２０％台が実現し、平成３０年度には２９.７４％まで下が

っています。 

このように、その時々の経済社会の構造変化に応じて税制の見直しは行われており、日本は現在も

そうした構造変化に直面しています。       

 【抜粋転載 財務省：日本の税の歴史を教えて下さい】  

ＴＡＸ ＡＮＴＥＮＮＡ                         税のページ
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税金は時代ごとに変わっていますが、近代国家へとなっていく明治時代から令和の現在までを 

みていきますと、おおよそは下表のような変遷となります。 

日本の主な税金の発足と年表 

       〈参考 国税庁:税の歴史 財務省:日本の税の歴史を教えて下さい〉 

税制は今後も変化を続けていくことでしょうが、大切なのは、「ルールに対応する」

だけではなく、それを経営にどう活かしていくかという視点ということでしょう。 

これまで本プレスでお伝えしてきた税の情報が、みなさまの経営の一助となってい

れば幸いです。長きにわたりご愛読をいただき、誠にありがとうございました。 

時代 年 区分 税金・事象 ポイント 

明治

１８７３年 発足 地租改正 

（地租金納） 

近代税制の出発点、土地所有権の確立。税を米等で納め

る年貢（物納）から全国統一基準での現金納税へと移行

（→最終的には固定資産税の創設と共に廃止）。・ 

１８７３年 発足 印紙税の導入 地租が歳入の約 ９ 割と農家の負担大で、文書に課税す

る、商工業者を含む社会全般に対し均一な税として導入。

１８８７年 発足 所得税の創設 個人所得に課税する所得税の始まり。創設当初は国税の

１～２％も大正時代には税収第１位、以後国税の中心。 

１８９９年 発足 法人所得税の創設 それまで法人所得は所得税の課税対象外だったが、個人

企業所得との租税不均衡を是正するため、課税開始。 

１９０５年 発足 相続税の創設 財産の承継に課税。日露戦争の戦費調達のため新たな税

収減を必要とし、戦時中の非常特別税の一環として導入。

戦前

戦後

１９４０年 制度

再編

法人税法が独立 法人税法が所得税法から独立、単独法律として制定。法

人所得課税を明確化した日本税制の重要な転換点。 

平成

１９８９年

４月１日 

発足 消費税３％導入 その時代における贅沢品や嗜好品へ課税という考え方の

物品税から、ほぼすべての商品やサービスに課税、社会全

体で広く負担を分かち合うという考え方への転換。 

１９９７年

４月１日 

増税 消費税５％へ 将来の財政需要（特に社会保障）を見据えたものとされた

が、税金の体感に直結、家計は「守り」の傾向へ。 

２０１３年

１月１日 

新負

担 

復興特別所得税適用

(２０３７年１２月３１日迄)

２０１１ 年の東日本大震災からの復興財源確保のためとし

て、基準所得税額の２.１％が課税される特別税 

２０１４年

４月１日 

増税 消費税８％へ 経済の回復を促進し、持続可能な社会保障制度を維持し

て次世代に引き渡すための財源とされた。 

２０１９年

１月７日 

発足 国際観光旅客税の創設

（通称：出国税） 

日本から出国する全ての旅客に課税。観光基盤の拡充・

強化のための恒久的な財源確保が目的とされた。 

令和

２０１９年

１０月１日

増税 消費税１０％へ・ 

軽減税率制度８％導入 

標準１０％、国民生活への影響を和らげる目的で、飲食料

品（酒類を除く）等に対して８％の軽減税率が適用。 

２０２４ 

年度 

新税 森林環境税の課税開始 森林整備等に必要な財源を安定的に確保する観点から１

人年額１，０００円を個人住民税均等割とあわせて徴収 

２０２６年

４月１日 

新税 防衛特別法人税の 

課税開始 

防衛財源の確保のため、２０２６年 ４ 月１日以後開始の事

業年度から、法人税を課されるすべての法人に課税。 

２０２６年

７月 １日

引上

げ 

国際観光旅客税 増税 

１,０００→３，０００円 

税収増加分を、観光振興やオーバーツーリズム（観光公

害）対策に充てる計画として増税。 
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将来を描くためのフレームワーク 

経営デザインシートの活用 

社会・経済環境は、モノの供給が中心の時代から、体験や共感といった多様な価値が重視される時代

へと変化しています。こうした中で、企業の成長を支える要素として、知財の重要性が高まっています。

企業は、これまでの価値を生み出す仕組みを把握し、今後、顧客が必要としていることや求めている

ことに訴求できる価値を生み出す仕組みを構想する必要があります。すなわち、「経営をデザインする」

ことが重要になってきています。 

■ 経営デザインシートとは 

経営デザインシートは、企業等が将来に向けて持続的に成長するために、将来の経営の基幹となる価

値創造メカニズム（資源を組み合わせて企業理念に適合する価値を創造する一連の仕組み）をデザイ

ンし、在りたい姿に移行することを目的としたシートです。このシートは、内閣府が提供しています。 

■ 経営デザインシート作成の流れ 

経営デザインシートには、主に以下の３種類のひな型があります。 

（１）企業全体の将来構想を描く「全社シート」 

（２）特定の事業を対象とする「事業シート」 

（３）単一事業の企業向けの「事業が一つの企業用シート」 

なお、内閣府の公表資料では、従来のひな型に加え、構成を整理した「新デザインシート」も掲示され

ています。いずれも基本的な考え方は共通しており、用途や整理のしやすさに応じて選択することが

できます。 

（以下図は、（３）「事業が一つの企業用シート」です） 

ＢＵＳＩＮＥＳＳ ＲＥＰＯＲＴ                    経営のページ
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経営デザインシートは、(Ａ)～(Ｄ)の４つのステップで整理していきますが、順番どおりに進める必要

はありません。書けるところから始め、必要に応じて見直しながら整理していきます。 

(Ａ)企業理念/事業コンセプト 

→自社や事業の存在意義を意識する 

(Ｂ)これまでの価値創造メカニズム 

→「これまで」を把握する 

(Ｃ)これからの価値創造メカニズム ※重要

→長期的な視点で「これから」の在りたい姿を構想する 

(Ｄ)これまでからこれからへ移行の戦略 

→在りたい姿に向けて、今から何をすべきか戦略を策定する 

作成にあたってのポイントとして、これまでの延長線上で考えるのはでなく、将来から逆算して検討す

ることが挙げられます。とくに（Ｃ）これからの価値創造メカニズムの部分では、「価値」→「ビジネスモ

デル」→「資源」の順で考えることを意識しましょう。 

■ 経営デザインシートの活用場面 

経営デザインシートは、企業経営における対話のためのツールとしても用いられることがあります。 

経営層と従業員が共同で作成することで、経営課題の整理やビジネスモデルの見直しにつながるほ

か、外部への共有を通じた連携の促進にも活用されるケースがみられます。 

また、事業承継の場面においては、現経営者と後継者がそれぞれ「これまで」「これから」を整理するこ

とで、移行戦略の検討や承継の必要性の認識につながることがあります。 

内閣府・知的財産戦略推進事務局のホームページでは、経営デザインシートのひな型や解説資料、活

用事例などが公開されています。 

詳細な情報につきましては、以下のホームページをご確認ください。 

ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ.ｃａｓ.ｇｏ.ｊｐ/ｊｐ/ｓｅｉｓａｋｕｋａｉｇｉ/ｔｉｔｅｋｉ２/ｋｅｉｅｉ_dｅｓｉｇｎ/ｉｎdｅｘ.ｈｔｍｌ
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価格変動を抑えた新しいデジタル通貨

ステーブルコインとは 

近年、「ステーブルコイン」という言葉を目にする機会が増えています。ステーブルコインは広い意味

では暗号資産（仮想通貨）の一種ですが、価格変動の大きいビットコインなどとは性質が異なります。

今回は、ステーブルコインの基本を解説します。 

■ ステーブルコインとは

ステーブルコインとは、価格が大きく変動しにくいように設計されたデジタル通貨のことです。 

「ステーブル」は「安定した」という意味で、その名のとおり、円やドルなどの法定通貨に近い感覚で

使えることを目指しています。 

ビットコインなどの暗号資産は、需要と供給によって価格が大きく上下することがあります。一方、ス

テーブルコインは、特定の通貨や資産と連動させることで、価格の変動を抑える仕組みを持っていま

す。たとえば、「１ コイン＝１ ドル」のように設計されている場合、そのコインの価値ができるだけ １ ド

ルに近づくように運用されます。 

そのため、投資で値上がりを狙うものというよりも、インターネット上で送金や決済に使うための「デ

ジタルなお金」に近い存在として説明されています。 

価格を安定させる主な方法には、法定通貨と連動させる方法、国債などの資産で裏付ける方法、仕

組みによって価格を調整する方法があります。 

■ 仕組みによる分類

ステーブルコインは大きく３種類に分かれます。

①法定通貨担保型：

文字通り、米ドルなどの法定通貨に価値を裏付けられるタイプで、最も一般的で安定性が高いとさ

れています。

②暗号資産担保型： 

別のさまざまな暗号資産を担保にするタイプで、仕組みがやや複雑で価格変動リスクがあります。

③アルゴリズム型(無担保型)： 

あらかじめ設定された仕組みで、市場の需給に合わせ自動的に、コインの供給量や価格を調整する

タイプ、担保があるコインと比べて価格コントロールが難しく、過去には大きな破綻事例もあります。

■ ビットコインなどの暗号資産との違い

ステーブルコイン 
ビットコインなどの

暗号資産

価格変動 小さい 大きい 

主な用途 決済・送金 投資・投機 

安定性 高い（設計上） 低い 

リスク 発行体に依存 市場変動 

つまり、ビットコインなど＝「値上がりを狙う資産」として見られやすいもの、ステーブルコイン＝「価

格の安定を重視したデジタルなお金に近いもの」という位置づけになっています。 

MＯＮＥＹ ＴＲＥＮＤ                      マネーのページ
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■ なぜ注目されているのか

①海外送金の効率化 

従来の送金は時間や手数料がかかりますが、ステーブルコインを使うと迅速かつ低コストで送金で

きる可能性があります。 

②決済手段としての期待 

価格が安定しているため、将来的には決済手段として普及する可能性があります。 

③法整備の進展 

日本でも２０２３年６月に施行された改正資金決済法により、法定通貨担保型のステーブルコイン

に関するルール整備が進み、銀行や資金移動業者などが発行・取り扱い可能になっています。 

■ 注意すべきリスク

一見安全に見えるステーブルコインですが、リスクもあります。以下は一例です。

●発行体リスク

裏付け資産がどれほどストックされているのかは発行元から明確に明かされていないケースが多

く、不十分な場合、価値が崩れる可能性があります。 

●規制リスク 

各国の金融当局による監視や制限の強化等、国ごとにルールが異なり、利用制限が変わる可能性

があります。 

●システムリスク 

デジタル資産であるため、ハッキングなどのリスクも無視できません。 

●信用リスク 

裏付け資産の管理や監査体制が不十分だと価値が保証されない可能性があります。 

●流動性リスク 

２４時間３６５日稼働するステーブルコインの決済システムでは、既存の銀行システムとの稼働時間

差や市場の急変により、一時的に決済が滞る可能性があります。 

●スマートコントラクトの安全性リスク（アルゴリズム型） 

供給量の自動調整で価格を維持しますが、コードの脆弱性やバグにより資産が失われるリスクが

あります。 

■ デジタル円との違い

よく混同されるものに「デジタル円（ＣＢＤＣ）」があります。 

※デジタル円（ＣＢＤＣ：中央銀行デジタル通貨）とは、日本銀行（日銀）が発行を検討している電子的

な法定通貨です。  ステーブルコイン → 民間が発行  デジタル円 → 中央銀行が発行 

つまり、ステーブルコインは「民間版のデジタル通貨」といえます。 

■ まとめ

ステーブルコインは、価格の安定を目的に設計されており、決済や送金

での利用が想定されています。一方で、発行体、規制、システムに関す

るリスクがあるため、仕組みや利用条件を確認したうえで利用する必

要がありそうです。 
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令和８年度の雇用保険料率について

令和８年４月から雇用保険料率が引き下げられました。内容を確認しておきましょう。 

● ４月の改定では、労働者負担、事業主負担共に保険料がダウンとなります。４月１日以降、最

初に到来する締日によって支給される給与から、新しい保険料率に変更されているか確認し

てみましょう。 

● 給与計算の際、雇用保険料額に１円未満の端数が生じたとき、その端数については、５０銭以

下は切捨て、５０銭１厘以上は切り上げとなります。 

（人事労務事業部 社会保険労務士 有田一範） 

ＲＩＳＫ MＡＮＡＧＥMＥＮＴ                   保険のページ

＜令和８年４月 １日 ～ 令和 ９年３月３１日＞ 

 ①労働者負担 ②事業主負担 ①+②雇用保険料率 

一般の事業 ５/１,０００ ８.５/１,０００ １３.５/１,０００ 

（昨年度） ５.５/１,０００ ９/１,０００ １４.５/１,０００ 

農林水産 

清酒製造の事業 ６/１,０００ ９.５/１,０００ １５.５/１,０００ 

（昨年度） ６.５/１,０００ １０/１,０００ １６.５/１,０００ 

建設の事業 ６/１,０００ １０.５/１,０００ １６.５/１,０００ 

（昨年度） ６.５/１,０００ １１/１,０００ １７.５/１,０００ 
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Ｗｈａｔ’ｓ ｆｉｇｕrｅ?                      ニュースな数字

中小企業の価格転嫁率、５４.２％に微増

中小企業庁では、毎年３月および９月の「価格交渉促進月間」にあわせ、受注側の中小企業約３０

万社を対象に、価格交渉・価格転嫁・支払条件の状況について調査を実施しています。２０２６年３

月時点の調査結果によりますと、コスト全体の価格転嫁率は前回調査（２０２５年９月）から約１ポイ

ント上昇し、５４.２％となりました。コスト要素別の転嫁率は、原材料費が５５.７％、労務費が

５０.０％、エネルギー費が４８.９％でした。また、官公需（※）における価格転嫁率は４８.４％とな

り、前回調査から約４ポイント低下しました。 

（※）官公需とは、国や地方公共団体等が、物品購入・役務の提供依頼・工事の発注を行うこと 

【出典】中小企業庁「価格交渉促進月間（２０２６年３月）フォローアップ調査結果」令和８年６月２６日

本社移転、１万７,２７４社で３年連続増 東京は転出超過拡大

東京商工リサーチが発表した調査によりますと、２０２５年度に他都道府県へ本社（本社機能）を移

転した企業は１万７,２７４社（前年度比６.１％増）と３年連続で増加したことがわかりました。県別

の転入超過を見てみると、トップは埼玉県の３１３社、次いで千葉県が２７５社となった一方、東京

都は１,２３８社の転出超過と突出し、大阪府も４７６社の転出超過となりました。さらに、福岡県も

９０社の転出超過に転じています。産業別ではサービス業が６,７２１社（構成比３８.９％）で最多、

情報通信業２,０６６社（同１１.９％）、小売業１,９０６社（同１１.０％）と続いています。規模別で見て

みると、資本金１,０００万円以上は２,７４８社（前年度比２.１％減）に対し、１,０００万円未満の企業

は１万４,５２６社（同７.９％増）と４年連続で増加しました。 

【出典】株式会社東京商工リサーチ「２０２５年「他都道府県への本社移転」調査」令和８年５月２７日 

中小企業賃上げ 実施・予定が７１.３％と高水準を維持 

日本商工会議所の中小企業を対象とした調査結果によりますと、２０２６年４月に賃上げを「実施

済」または「実施予定」と回答した企業は７１.３％（昨年比+１.７ポイント）と７割を超え、高水準を維

持しています。「現時点では未定」と回答した企業は２３.０％（同-０.５ポイント）でした。一方、２０人

以下の小規模企業では「実施済」または「実施予定」が５９.９％（同+２.２ポイント）にとどまり、全体

との差が見られます。また、防衛的な賃上げ（業績の改善が見られないが賃上げを実施・予定）は

全体で６０.９％（同+０.８ポイント）と高止まりし、２０人以下の小規模企業では６６.３％（同+３.５

ポイント）と７割近くに上昇しました。賃上げ率は全体で４.０１％、２０人以下の小規模企業で

３.３８％と０.６３ポイントの差があり、企業規模による違いがみられます。 

【出典】日本商工会議所「中小企業の賃上げ・賃金改定に関する調査」令和８年６月８日

新ＮＩＳＡ買付額１５.３兆円、前年上回る 

日本証券業協会が公表した資料によりますと、２０２５年１２月末時点のＮＩＳＡ口座数は約２,０２５

万口座となり、前年から増加を続けています。２０２５年の年間買付額は約１５兆３,５４０億円で、

前年と比べて約１.１倍となりました。 投資枠別では、成長投資枠が買付額全体の６９％を占め、つ

みたて投資枠は３１％となっています。成長投資枠の内訳では株式が５８％、投資信託が４２％を

占め、株式投資の割合が高いことが特徴です。また、年間買付額では「０～６０万円」の層が４８％

と最も多く、比較的少額からの投資が中心となっているようです。売却額は成長投資枠で約３兆

６,６３８億円、つみたて投資枠で約４,８５９億円にとどまり、長期保有志向の強さがうかがえます。

【出典】日本証券業協会「ＮＩＳＡ及びジュニアＮＩＳＡ口座開設・利用状況調査」令和８年５月２７日 
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新しい「防災気象情報」を確認しよう

近年、集中豪雨などの大雨の増加や台風の巨大化など、自然災害のリスクが高まっています。私達の

生活はすでに気候変動の影響を受け始めていますので、防災と気候変動のリスクを小さくするため

のエコ活動は切り離せないテーマとなっています。気象庁は２０２６年 ５月に防災気象情報を見直

し、新たな運用を開始しました。新しい防災気象情報では 「河川氾濫」「大雨」「土砂災害」「高潮」の ４

つの災害について、防災気象情報と警戒レベル（１～５）が対応づけられ、危険度がより分かりやすく

示されるようになっています。気候の変化を理解し、災害に備えることは持続可能な暮らしにもつな

がります。新しい防災気象情報について確認しておきましょう。 

「レベル」で判断する防災気象情報 

出典：政府広報オンライン「「警戒レベル４」で危険な場所から全員避難！５段階の「警戒レベル」を確認しましょう」 

Ｅｃｏ ＬＩＦＥ                            エコのある暮らし 

新しい防災気象情報では、災害の危

険度が高い順に 

レベル５＝命を守る行動を 

レベル４＝全員避難 

レベル３＝高齢者等は避難 

レベル２＝避難行動の確認 

レベル １＝災害の心構えを高める 

となっています。 

これは、自治体が発表する避難情報

と連動しており、例えば大雨警報の

場合、「レベル３大雨警報」のように

発表されるため、危険の度合いが直

感的に理解しやすくなります。 

レベル３では高齢者など避難に時間

がかかる人が避難を始め、レベル４

では危険な場所にいる人は全員避

難します。大切なのは、レベル５を待

たずにレベル３やレベル４の段階で

早めに行動することです。 

災害から命を守るためには、「正し

い情報」と「早めの行動」が欠かせま

せん。そのためにも日頃から自分自

身の避難行動を想定しておくこと

も、いざという時の安全につながり

ます。 
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暑い季節を乗り切る 

夏におすすめの栄養素 

夏は暑さの影響で食欲が落ちたり、冷たい飲み物を摂りすぎたりと体調を崩す方も多いかもしれま

せんね。暑い時期を元気に過ごすためには、日頃からバランスの良い食事と生活習慣を整えることが

大切です。今回は、夏に意識して摂りたい栄養素をご紹介します。 

夏におすすめの栄養素 

■ ビタミンＢ１ 

糖質を体内でエネルギーに変える働きがある栄養素です。エネルギーを効率よくつくり出し、疲労回

復を助ける効果が期待できます。 

ビタミン Ｂ１を多く含む食品 ： 豚肉、うなぎ、玄米、レバー、大豆製品など 

■ ビタミンＣ 

抗酸化作用があり、免疫力を高め、ストレスへの抵抗力をサポートするといわれています。 

ビタミン Ｃ を多く含む食品 ： 赤パプリカ、黄パプリカ、ゴーヤ、ブロッコリー、トマト、柑橘類、キウイ

フルーツなど 

■ クエン酸 

疲れやだるさの原因のひとつである乳酸の分解や排出を促進するといわれており、疲労回復効果も

期待できます。 

クエン酸を多く含む食品 ： 梅干し、酢、かぼす、グレープフルーツ、レモンなど 

■ たんぱく質 

筋肉や体力の維持、回復に欠かせない栄養素です。また、体内の水分バランスを保ち、水分を保持し

やすい身体づくりにも関わっています。 

たんぱく質を多く含む食品 ： 肉類、魚介類、卵、大豆製品、乳製品 

■ ミネラル類（ナトリウムやカリウムなどのミネラル全般） 

体内の水分バランスを保ち、体温調整や脱水の予防にも重要な役割を担うといわれています。汗を大

量にかいたときは、水分とともにナトリウムなどのミネラル類も失われるため、適切に補給することが

大切です。 

ミネラル類を多く含む食品 ： 海藻類、牛乳、枝豆、夏野菜（きゅうり、ナスなど） 

出典：東京都環境局「熱中症対策をしよう！～食事と睡眠～」 

ＨＥＡＬＴＨＹ ＴＡＢＬＥ                 栄養と健康のページ 

夏の体調管理には、水分補給だけでなく、こうした栄養素をバランスよく取

り入れることが大切です。 

暑さによって食欲が落ちやすい時期だからこそ無理なく食べられる工夫を

しながら、体に必要な栄養をしっかり補いましょう。 



~ 12 ~ 

鶏むね肉と梅しそチーズのはさみ焼き 

＜材料＞２人分 １ 人分 約 ３２０ｋｃａｌ   

・ 鶏むね肉（皮なし） 

・ 梅干し 

・ 青しそ（大葉） 

・ スライスチーズ 

・ 塩、粗挽きこしょう 

＜作り方＞ 

① 鶏むね肉は、中央に厚さの半分まで縦に切れ目を入れて観音開きにし、厚みを均一にします。 

さらに包丁の背などで軽く叩いて繊維をほぐし、４ 等分に切り分けます。梅干しは種を取り除き、

果肉を包丁でたたいてペースト状にします。青しそは半分に切り、スライスチーズは、適当な大き

さに切ります。 

② ①の鶏肉に塩・こしょうをふり、内側にペーストにした梅干しを薄く塗り、青しそ、スライスチーズを

のせ、具材をはさむように半分に折りたたみます。同様に４つ作ります。 

③ ②の鶏肉の全体に小麦粉を薄くまぶします。 

④ フライパンにサラダ油を入れて熱し、③の鶏肉を並べて中火で焼きます。焼き色がついたら裏返

し、酒を回し入れて蓋をし、弱火で５~６分蒸し焼きにして中まで火を通します。 

⑤ お好みの野菜（分量外）と一緒にお皿に盛り付けます。 

ピーマンとパプリカの塩昆布ナムル 

＜材料＞４人分 １ 人分３１ｋｃａｌ 

・ 赤パプリカ 

・ 黄パプリカ 

・ ピーマン 

＜作り方＞ 

① 赤パプリカ、黄パプリカ、ピーマンは洗って種を取り除き、それぞれ５ｍｍ幅に大きさをそろえて

切ります。 

② ①を耐熱容器に入れてふんわりとラップをし、電子レンジ（６００Ｗ）で２分加熱します。  

③ ラップをはずしてキッチンペーパー等で余分な水分をふき取り、ボウルなどにうつします。 

④ 温かいうちに塩昆布とごま油、ごまを加えてよくあえて出来上がりです。 

Ｄｅｌｉｃｉｏｕｓ rｅｃｉｐｅｓ                   おいしいレシピ 

１/２ 個（８０ｇ） 

１/２ 個（８０ｇ） 

２ 個（８０ｇ） 

８ｇ 

小さじ １/２ 

小さじ １ 

・ 塩昆布 

・ 白ごま 

・ ごま油 

食欲が落ちやすい夏にこそ、栄養バランスのよい食事を心がけたいですね。暑さに負けない体づく

りのためにも、毎日の食事で体調を整え、夏バテ予防につなげていきましょう。 

１ 枚（約 ３００ｇ） 

２ 個 

６～８枚 

２～３枚 

各少々 

大さじ １ 

適量 

大さじ １ 

・ 酒 

・ 小麦粉 

・ サラダ油 

たんぱく質が豊富な鶏むね肉とチーズに

梅の酸味としその風味がよく合う一品です

ビタミンＣが豊富なピーマンとパプリカを使った

手軽に作れる副菜です 
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人を伸ばす“未来志向”のコミュニケーション 

フィードフォワード思考とは 

人材育成や指導において、「伝え方」に悩む方は多いのではないでしょうか。注意したつもりが関係性

を悪くしたり、改善を促したはずが逆にやる気を下げてしまったり――。こうした課題を解決するヒン

トとして、近年注目されているのが「フィードフォワード思考」です。

■ フィードフォワード思考とは 

フィードフォワード思考とは、過去のミスや行動ではなく、**「これからどうすれば良くなるか」**に焦

点を当てる考え方です。従来のフィードバック（過去の評価）に対し、未来の改善を重視する点が特徴で

す。 

強い指摘や一方的な評価はモチベーション低下につながりやすくなっています。特に小規模事業では

人材の定着や成長が重要です。前向きな対話により、人の力を引き出す関わり方が求められています。 

■ フィードバックとの違い 

フィードバックは「過去の問題点」を伝えるのに対し、フィードフォワードは「未来の改善策」を示します。

前者は防御的になりやすく、後者は次の行動が明確になるため、前向きな受け止めにつながります。 

■ 使い方の基本 

① 良い点を認める 

② 「さらに良くするなら」と未来につなげる 

③ 具体的な行動を提案する 

例：「説明は分かりやすかったです。次は結論を最初にすると、さらに伝わりやすくなります」 

■ 期待できる効果 

・職場の雰囲気が良くなる 

・人材が成長しやすくなる 

・主体性が生まれる 

少人数の組織ほど、コミュニケーションの質が成果に直結します。 

■ 注意点 

・やんわり否定にならない 

・抽象的にしない 

・いきなり改善点だけを言わない 

前向き＋具体的がポイントです。 

■ すぐ使える一言 

「次はどうすると、もっと良くなると思う？」 

フィードフォワード思考は、伝え方を少し変えるだけで実践できます。 

過去ではなく未来に目を向けることで、人や組織のよりよい成長につながるかもしれません。 

ＥＳＰＲＩＴ ＯＦ ＷＯＲＫ                     仕事のエスプリ 



~ 14 ~ 

国税庁が非上場株式評価を本格見直しへ 

2026 年 4 月、国税庁は「取引相場のない株式の評価に関する有識者会議」を設置し、非上場株式

の評価方式の抜本的見直しを検討し始めました。公表資料では、現行制度に関して次のような具体

的な実態と問題点が明確に示されています。 

【１】 「非上場株式の評価方法」を本格的に見直しへ 

①類似業種比準価額は純資産価額の約２７％にとどまる（中央値ベースの比較） 

➡一般的に、類似業種比準価額が純資産価額よりも低く計算されることは業界では「常識」ですが、各

評価方式の間で １ 株当たりの評価額に乖離が生じている点について問題視しています。類似業種比

準価額の計算では、配当・利益・純資産の３つの比準要素で比較します。資料によれば、調査対象の約

８２％が直近２期で配当を行っていないとのことです。 

配当ゼロということは３つの各比準要素のうち １つが０で評価されるので、比準要素の係数が実質

的に２/３倍となっている点も影響しているという指摘です。 

②純資産価額に対する申告評価額（＝申告に際し、実際に採用された単価）の分布を見ると、その中

央値は大会社で約０.３２倍、中会社で約０.５０倍、小会社で約０.６１ 倍となっている 

➡評価会社の規模が大きい区分ほど評価額が相対的に低く計算される傾向について問題視していま

す。 

補足しますと 

①は類似業種比準価額÷純資産価額で計算、②は申告評価額÷純資産価額で計算しています。非上

場株式の株価評価額は、その会社の規模に応じて類似業種比準価額と純資産価額のいずれか低い評

価額又は両評価方法を折衷して計算します。一般的に、会社の規模が大きいほど評価額の低い類似

業種比準価額のウェイトが高くなるので、評価の公平性が確保されていないのではないかという指摘

です。 

③配当還元方式計算で用いる還元率 １０％は、通達制定時（昭和 ３９ 年）の金利等を参考に設定され

たものである 

➡配当還元方式では、配当金の額を還元率で割り返して計算します。 

現在の還元率 １０％は通達制定当時の金利や市場利回り等をベースに設定された数値であり、その

後全く見直されていないため、現在の社会経済と合っていないことを問題視しています。仮に現在の

還元率を２％とした場合、１０％で割り返した場合と比べて評価額は１０％÷２％＝５倍に跳ね上がる

計算になります。 

ＷＨＯ’Ｓ ＷＨＯ                          所員のページ 
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【２】 国税庁が指摘している「評価圧縮スキーム」とは 

また、国税庁は、評価額を意図的に下げるスキームとして次の類型を列挙しています。 

①グループ内で収益性の高い資産を移転して親会社の評価額を低下させる手法 

➡グループ法人税制適用のもとで、土地や株式などの資産を子会社へ移転することで親会社の評価

額を意図的に低下させ、相続・贈与時の評価を圧縮する手法です。移転先の子会社等を類似業種比準

価額で評価できる場合、評価額はさらに下げられる可能性があります。 

②種類株式（無議決権株式）を利用して配当還元方式を濫用する手法 

➡非上場株式の評価では、議決権の割合が低い少数株主については例外的な配当還元方式で評価す

ることが認められています。これを悪用する形で無議決権株式を大量に発行し、議決権割合を操作す

る手口が指摘されています。 

③本来の超過収益力を役員報酬等の過大支払で社外に流出させる手法 

➡所有と経営が分離していない非上場会社では、配当を出さずに本来会社に残るべき超過収益力を

役員報酬や関連会社への支払いで外部に流出させ、利益や内部留保額（純資産）を減らして評価額を

引き下げることが、事実上可能となっています（過大役員報酬については、株式評価額の論点とは切

り離して法人税においても否認リスクがあります）。 

当局は、これらは現行制度の「抜け道」として機能していると見ており、今後の通達や運用の見直しで

是正される可能性が高まっています。 

【３】 改正時期等について 

現時点では、具体的な改正内容や適用時期は未確定です。実際に制度改正される前に、税制大綱へ

の掲載やパブリックコメント募集の手続きを経ることになり、過去の事例を踏まえると、早くても令和

１０年度からの適用が現実的と考えられます。 

なお、通達が改正された場合は、広く一般の中小企業にも影響を及ぼす可能性が高く、評価額は上昇

する見込みです。 

今後の改正動向を注視する必要はありますが、令和 ８ 年度中は現在の通達で評価して贈与できます

（おそらく令和９年度も現行制度下で可能）。 

自社株の評価についてはお気軽にお問い合わせください。  

出典：国税庁「取引相場のない株式の評価に関する有識者会議（第 １回）」資料 ２０２６年４月２０日付 

（相続事業部 税理士 大宮拓郎） 
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